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平山 雄太（ひらやま ゆうた/ HIRAYAMA YUTA）

2019/2-現在：一般社団法人世界経済フォーラム第4次産業革命日本センターにてスマートシティスペシャリストと
して、スマートシティプロジェクトを担当

2018/4-現在：名古屋大学客員准教授（名古屋大学学術研究・産学官連携推進本部）
名古屋大学にて大学発ベンチャー支援およびTongaliプロジェクトのサポート、および東和不動産株式会社との旧那
古野小施設活用事業プロジェクトの支援。

2016/2-現在 ：福岡地域戦略推進協議会（シニアフェロー）
福岡地域戦略推進協議会にて、地方創生、スタートアップ支援、海外都市連携、オープンイノベーション等のプロジェ
クトを推進。またFukuoka Smart East等スマートシティプロジェクトも担当。

民間企業での新規事業の立ち上げを複数経験後、福岡地域戦略推進協議会にて自治体や大企業と共に
オープンイノベーションの推進や、スタートアップ支援、スマートシティプロジェクトを担当。2018年より名古屋大
学学術研究・産学官連携推進本部客員准教授、2019年より世界経済フォーラム第4次産業革センターに
てスマートシティPJを担当、2020年より熊本大学客員准教授。

自己紹介
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◼ アジャイル・ガバナンスほか
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世界経済フォーラム第四次産業革命センターとは

2017年３月、テクノロジーを統御し、社会課題の解決に最⼤活⽤するためのルールづくりと実証を
推進する「官民プラットフォーム」として、世界経済フォーラムがサンフランシスコに設立。

政府、産業界、学界、市民社会、地方自治体、国際機関など、
マルチ・ステークホルダーが参画し、グローバルなルールづくりに
共同で取り組む実証型の官民プラットフォーム



第四次産業革命センターのネットワークの広がり

2018年７月の日本センター設立を皮切りに、中国、インドにグローバルセンター、UAE、コロンビア、
イスラエル等に提携センターが設置され、センター設置/パートナーの政府・機関は30に拡⼤。

Japan – 2 Jul 2018 launch
(Healthcare, Mobility, Smart 
City and Data）

UK – Partner

Bahrain – Partner

Denmark – Partner

India – 10Nov2018 launch 
(Drones, AI, Smart City)

San Francisco

UAE – Affiliate with Dubai Future 
Foundation: 28 Apr 2019 launch 
(AI, Blockchain, Precision Medicine)

Rwanda – Partner/Affiliate

Saudi Arabia – Affiliate/Partner 
(AI, Data Policy, Blockchain)

Inter-American Development Bank

China – 19 Sept 2018 
launch (Precision Medicine, 
Smart City, Drones）

Turkey – Affiliate 

Brazil － Affiliate

France – Partner

Canada – Partner 

South Africa － Affiliate (IoT, 
Blockchain, AI, Precision Medicine)

Singapore － Partner/Affiliate

Israel － Affiliate with Israel 

Innovation Authority: 27 Jun 2019 
launch (AUM, Health Data) Columbia － Affiliate 

with Ruta-N: 30 Apr 2019 
launch (AI, IoT, Blockchain)

New Zealand － Partner

Vietnam － Partner/Affiliate

Azerbaijan － Partner

Kazakhstan － Partner

Norway – Affiliate with the Norwegian Government (4IR for the Earth; Oceans 
Data, Global Plastics and Oceans Surveillance focusing on IOT, Data Policy and AI).

US National Governors Association

OHCHR

UNICEF
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Russia

WFP

Australia － Affiliate

Argentina －Partner

City of San Francisco
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創設者：

世界経済フォーラム第四次産業革命日本センター

目的：第四次産業革命の恩恵を最大化するため、政策のオープンイノベーション
を促進し、ガバナンスギャップを解消し、政策の互換性を確保する

パートナー企業：
• アイシン精機
• 日本電気
• サントリーホールディングス
• セールスフォースドットコム
• SOMPOホールディングス
• 武田薬品工業
• デンソー
• トヨタ自動車

• 日立製作所
• マッキンゼー・アンド・カンパニー
• 三菱ケミカルホールディングス
• 森ビル
• 堀場製作所
• エーザイ
• 日本電信電話 (NTT)



世界経済フォーラム第四次産業革命日本センター

チーム紹介

須賀 千鶴

センター長

ジョナサン・ソーブル
グローバル・

コミュニケーション責任者

小須田 絵美

オペレーション・
スペシャリスト

村木 茂⼤

事務長

阿閉 宏明
武田薬品・フェロー

藤田 卓仙
ヘルスケア・
データ政策

プロジェクト長

山本 精一郎
ヘルスケア・
データ政策

プロジェクト長

堀井 陽輔
エーザイ・フェロー

内藤 景介
エーザイ・フェロー

鈴江 康徳
SOMPO 
・フェロー

岡本 雅子
田辺三菱製薬

・フェロー

小野寺 玲子
武田薬品・フェロー

平山 雄太

スマートシティ
プロジェクト

スペシャリスト

今井 早苗

セールスフォース
・フェロー

Rushi Rama
スマートシティ
プロジェクト長

鍛 忠司
日立・フェロー

望月 康則
NEC・フェロー

南雲 岳彦
MURC・フェロー
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岡田 萌乃
オペレーション・
コーディネーター

増田 拓也
セールスフォース

・フェロー

川崎 雅史

マッキンゼー・フェロー

本堂 聡
トヨタ・フェロー

林 幸夫
トヨタ・フェロー

上坂 広人
デンソー・フェロー

鈴村 義一

アイシン・フェロー

余吾 博之

アイシン・フェロー

井上 裕介
厚生労働省

・フェロー

齋藤 悠
国土交通省

・フェロー

樋口 道弘
農林水産省

・フェロー

秋元 一郎
NEC・フェロー

岩田 太地
NEC・フェロー

隅屋 輝佳
アジャイルガバナンス

プロジェクト・スペシャリスト

堀井 洋一
日立・フェロー

西澤 美穂
オペレーション・
コーディネーター

黒石 修一
Delloite
・フェロー
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テクノロジーの社会実装に必要なルール作りや合
意形成（テクノロジーガバナンス）に関して、都
市や自治体のサポート役となり、スマートシティの
実現に貢献する。

日立製作所、日本電気、セールスフォース、デロ
イトトーマツ、MURC

2018年秋-2019年春：スマートシティをG20の議題に

盛り込む点につき日本政府の合意を得る。既存の活動と

矛盾・重複しない形で、国際コンソーシアムの創設に向けた

調整を行う。

2019年春～夏：B20, U20, G20を通し、Global 

Smart City Coalition創設について支持を得る。

2019年夏～秋：Asia Smart City Weekにて、G20 

Global Smart Cities Alliance 設立会合を実施

2019年秋～冬：バルセロナのSmart City Expo及び、

Innovative City Forumにて自治体や政府関係者、ス

マートシティ関係のエキスパートを招いたテクノロジーガバナン

スに関するワークショップを開催

2020年春～夏：5原則に基づく各ポリシーの策定を専

門家と共に開始。日本においては日本支部として10都市

以上が参画

2020年秋～冬：U20サミットへの参画の他、Smart 

City ExpoにてGSCA1周年記念イベントを開催予定

G20 Global Smart Cities Alliance

C4IR Japan スマートシティプロジェクト 概要
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◼ G20 Global Smart Cities Allianceとし
て、都市ネットワークの知見を集約し、テクノ
ロジーガバナンスに関するリファレンス先として
の地位を強固にする。

◼ プライバシーやセキュリティ、排他的なデータ
利用や、ベンダーロックイン、都市間のイン
ターオペラビリティといった諸問題を回避すべ
く、パイロット都市と共に、スマートシティに関
する基本原則を共同設計する。

◼ Allianceの活動を通し、各都市間で情報
が共有される事で各都市が過剰な投資を
行うことなく、市民にとって最も価値ある選
択が行う事が可能となる。

Impact

Partners

Goal Timeline

CONTACT:   

Jeff.Merritt@weforum.org;

Rushi.Rama@weforum.org

Yuta.Hirayama@weforum.org; 
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日本のG20議長国としての立場を活かし、公共財としての街データ・ガバナンスを推進するため、
2019年3月、5月、6月にそれぞれB20、U20、G20貿易・デジタル経済⼤臣会合から
Global Smart City Alliance創設というC4IR提案への支持を取りつけ、事務局を拝命。

パネルディスカッション（3）「すべての人のためのデジタ
ル化」のモデレータをつとめるMurat Sonmez

日本センターは2019年U20東京メイヤーズ・サミットの
アドバイザリー・パートナーを務めた。セッション4「持続可
能な経済成長」のモデレータをつとめるJeff Merritt

10

G20 Global Smart Cities Alliance

G20スマートシティ都市連合の事務局を拝命

事務局拝命に関するプレスリリース



11

設立会合では、トロント市やバルセロナ市等各都市より、スマートシティに関する取り組みや、テクノ
ロジーガバナンスついての議論が行われた。また、サウジアラビア政府より、来年度のG20議長国と
して、G20 Global Smart Cities Allianceの取り組みを引き継いでいく旨の発表も行われた。

G20 Global Smart Cities Alliance

G20 Global Smart Cities Alliance設立会合



ご参考
G20 Digital Economy Ministers meeting 成果文書

2020年のG20デジタル経済大臣会合の成果文書に本年もG20 Global Smart Cities Allianceの活動について
明記された。



G20 Global Smart Cities Alliance

スマートシティにおける5つの原則と都市ネットワークとの協業

本アライアンスでは、都市ネットワークと協力
し、20万以上の都市および地方自治体、世
界のリーディングカンパニーやスタートアップ、
研究機関・市民社会コミュニティと「スマートシ
ティにおける５つの原則」を中心に、「テクノロ
ジーガバナンスの実現」と「都市間のガバナンス
ギャップ解消」に向けた議論を加速させていく。

設立パートナー一覧: ※都市ネットワークとの連携は今後も順次拡大予定

【スマートシティにおける５つの原則】

Transparency 
& Privacy

Safety, 
security & 
resiliency

Interoperability 
& openness

Equity, 
inclusion & 
societal impact

Operational 
& financial 
sustainability
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G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

G20 Global Smart Cities Allianceの参画状況

現在、54都市と直接コミュニケーションを開始しており、22都市がGSCAの取り組みに積極的に参画
したいと意思表示を行っている。



As a Pilot Cities..
London
Belfast
Leeds
Cordoba, Argentina
Buenos Aires
Brasilia
Mexico City
Bilbao
San Jose
Chattanooga
Istanbul,
Newcastle (Australia)
Melbourne

G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

G20 Global Smart Cities Allianceの参画状況

＋
Hamamatsu

Maebashi

Kakogawa

Kaga



G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

G20 Global Smart Cities Allianceパイロット都市について

＜基本合意の主な項目＞
・スマートシティ基本原則に取り組む都市としてGSCAにおい
て紹介されること。

・公的なイベントにおいてGSCAのアンバサダーとして発言の機
会が与えられること。

・GSCAが構築している政策のフレームワークを参照しながら、
その都市の既存の政策を見直す。

・GSCAのウェブサイトにおいて、関係する政策を紹介する。

・GSCAが策定したモデルポリシーと、既存の政策との間に
ギャップがある場合、テクノロジー・ガバナンス改善に向け、どう
すればギャップを解消できるか検討し、モデルポリシーの採用・
改善活動に貢献する。



G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

G20 Global Smart Cities Allianceの参画状況

11月17日のスマートシティEXPOでの発表に合わせ、日本からは4都市がパイロット都市に向けた
合意書に調印。10月28日にメディア向けの合意形成に向けたワークショップ「スマートシティの最前線で、
何が起きているのか―競争から協調へ」」を開催。メディアからも「住民とも合意形成」に関する高い
関心が寄せられた。



加賀市『スマートシティ宣言』の運営の5原則に採⽤

G20 Global Smart Cities Alliance Project update



浜松市「デジタルスマートシティ構想」中間整理に5原則を明記



加古川市『スマートシティ基本5原則』を策定



前橋市長より、都市間連携に期待のコメント



宇部市『スマートシティ宇部運⽤5原則』を策定



G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

グローバルエキスパートとのポリシー策定と都市コミュニティの形成

6 May 2020 / 1st working group discussion 

Accesibility Policy (Equity, Inclusion and 

Societal Impact）

22 May 2020 / Japanese Cities Community Mtg

-12都市が参加-

東京都、つくば市、浜松市、鎌倉市、加賀市、前橋市
加古川市、神戸市、広島県、宇部市、福岡市、小布施町

コロナ禍により、リアルでのコミュニケーションが難しくなったものの、各分野の専門家を集めポリシー策定を
行うワークショップや、自治体のキーマンを集めた定例会を5月より月次で開催。



G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

WG参画中の企業・エキスパート一覧

Organisations Name

Tata Consultancy Services Abhik Chaudhuri 

Manchester City Council Adrian Slatcher

C4IR Saudi Arabia Ahmad 

Alabdulkareem

Belfast City Council Andrea Thornbury

Smart Dubai Andrew Collinge

City of Amsterdam Berent Daan 

UNDP Singapore Global Centre Calum Handforth

Queens University Belfast Daithí Mac Síthigh

WEF Centre for Cyber Security Daniel 

Dobrygowski

Immuta Daniel Wu

National Centre for Cyber Security 

(UK)

David G

Open and Agile Cities Davor Meersman

C4IR Colombia Eduardo Restrepo

PETRAS Eleri Jones

Istanbul Metropolitan Municipality Goky Bensen

Sidewalk Labs Jackie Lu

G3ict James Thurston

What Works Cities Jennifer Park

Access Living Karen Tamley

Microsoft Laura Ruby 

Europe

North 
Americ

a

Asia

Middle 
East

Australi
asia

South 
Americ

a

Organisations Name

Open and Agile Cities Lea Hemetsberger

Hong Kong University of Science and 

Technology

Masuru Yarime

Australian Smart Communities Association Matt Schultz

Leading Cities Michael Lake

City of Melbourne Michelle Fitzgerald

Hear Colours Monica Duhem

NIST Naomi Lefkovitz

Fuxi Institution Xiadong Lee

IDC Ruthbea Clarke

London Office for Rapid Cybersecurity 

Advancement

Saj Huq

Greater London Authority Sandy Tung

Hitachi Tadashi Kaji

MUFG / Smart Cities Institute Takehiko Nagumo

National Centre for Cyber Security (UK) Tom C

Connected Places Catapult Yalena Coleman

NEC Yasanori Mochizuki

Access Israel Yuval Israel

Peking University Zhang Bo

Working Groupには標準化団体、都市ネットワーク、企業、⼤学、各都市の担当者など、幅広く
参画があり、マルチステイクホルダーアプローチを実践している。



G20 Global Smart Cities Alliance Project Update

5 Pillars and Policy framework

Privacy & 

transparency

Security & 

resilience

Openness & 

interoperability

Equity, inclusivity 

& societal impact

Operational 

sustainability

ICT accessibility 

standards for 

procurement

Social impact 

assessment

Community 

engagement

Privacy 

impact 

assessment

Device and data 

registries

Data control and 

ownership

Data architecture

Open data 

policy

Data sharing 

requirements for 

city services

Digital 

Infrastructure

Dig Once Policy

Connectivity 

planning

Institutional 

structure

Contractual terms 

for data
Cyber 

Accountability 

model

Minimum IoT 

standards

Cyber resilience 

strategy

Data security 

classification

PPP models

倫理的なスマートシティ構築のための5つの原則およびポリシーフレームワークに沿った個別ポリシー策定を
目指し、セキュリティやオープンデータといった領域にてドラフトポリシーの策定を開始。



策定中のポリシーの概要 状況

G3 ICTが策定している自治体のICT投資に関わるアクセシビリティ要件について、都市が実
装すべき要件を整理しドラフトを策定した。

モデルポリシー公表へ

都市がスマートシティを実現していく上でのセキュリティ要件について整理しドラフトを策定した。
特に責任者（CISO等）の権限について明確に定義した上でドラフトの策定を行った。

モデルポリシー公表へ

シアトルやドバイで活⽤されている都市のオープンデータポリシーをベースに、策定を進めている。
また実装する都市向けにガイダンス資料の作成を合わせて進めている。

モデルポリシー公表へ

都市がIoTデバイスを実装する際のプライバシーインパクトアセスメントについて、必要な要件を
整理し、策定に向けて準備している。.

モデルポリシー公表へ

デジタルインフラストラクチャー実装時の工事情報などを一元化し、都市の開発コストを削減す
るための枠組み・政策について、オーストラリアの事例を基に.下書きの策定を進めている。

モデルポリシー公表へ

G20 Global Smart Cities Alliance Project update

策定中のPolicy Developmentの状況について

Digital infrastructure

Open data 

policy

Privacy impact 

assessment

ICTaccessibility

standards for 

procurement

Cyber 

accountability 

model

Operational 

sustainability

Security & 

resilience

Privacy & 

transparency

Openness & 

interoperability

Equity, inclusivity 

& societal impact



G20 Global Smart Cities Alliance Project update

今後のプロジェクトロードマップ

2020年9月のU20、11月のSmart City Expo等の機会を活⽤し、都市へのリーチを増やしつつ、
同時並行で、各パイロット都市や専門家WGとポリシーフレームワークの策定を進め、ガバナンスギャップ
の解消に向けた議論を加速させていく。

GTGS

JP

2021 Q1




